
昭和２６年８月２７日　第３種郵便物承認 ２０２２年（令和４年）１月１５日（１６）広島県医師会速報（第２５０３号）都道府県医師会医師の働き方改革担当理事連絡協議会広島県医師会　常任理事　大田　敏之広島県医師会　常任理事　平川　治男～医療機関勤務環境評価センター設置に向けて～と　き　令和３年１１月１９日㈮　午後１時ところ　広島県医師会館　Web開催　
開会挨拶を行う中川俊男日本医師会会長　標記の協議会がオンラインでの個別配信で開催され、医師の働き方改革に関する議論の経緯、医師の働き方に関する各種事業の取り組みについて説明と協議が行われた。特に医療機関勤務環境評価センター（以下、評価センター）、面接指導の実施に係る事業、C‐２水準（特定高度技能）の審査に関する事業についての詳細な説明があった。評価センターの評価者となる医療サーベイヤについて、今後、都道府県医師会へ推薦を依頼する旨の説明があった。各都道府県医師会役員ら１６９名が出席した。　以下、概要を記す。開会挨拶（要旨）日本医師会会長　中川　俊男　医師の働き方改革について国の検討会での議論は１０月でいったん終了しており、今後は厚生労働省の委託事業での具体的な検討が重要になってくる。委託事業として評価センター運営事業、追加的健康確保措置を行う面接指導医師 の養成事業、そして特定高度医療（C‐２水準）機能研修計画と医療機関の教育研修環境を審査する組織の運営事業の３つがある。　本日は２０２４年４月の制度開始までに構築していく必要のある体制などについて解説し、これらの事業を実施運営していく上で、今後、各事業で役割を担う医師の推薦をお願いしたい。　コロナ禍という状況の中、２０２４年度からの医



広島県医師会速報（第２５０３号）（１７）２０２２年（令和４年）１月１５日 昭和２６年８月２７日　第３種郵便物承認師の働き方改革の施行を懸念する声もあるが、過酷な労働環境で働いている医師がいることも現実である。医師の健康確保や医療安全の観点から医師の働き方改革は先延ばしにできない課題であり、準備を進めていく必要があると考えている。医師の働き方改革に関する議論の経緯について日本医師会常任理事　城守　国斗　２０２４年４月施行までに「労働時間短縮計画案の作成」「医療機関勤務環境評価センターによる第三者評価」「都道府県による特例水準医療機関の指定」を行わなければならない。２０２３年度は評価センターに非常に多くの申請が集中すると予測され、事前準備が不十分な状態で受審する場合、２０２４年度に指定が間に合わない可能性もあるので早めに作業を進めていただきたい。作業を進める過程で疑問や困り事が生じれば、各都道府県の医療勤務環境改善支援センター（以下、勤改センター）へご相談いただきたい。 労働時間短縮計画　原案では２０２３年度末までに時短計画の作成が義務付けられていたが、医師に対する時間外労働の上限規制の適用前に義務対象を特定して履行確保することは困難であるという法制的な課題に加え、新型コロナウイルス感染症に対応する医療機関への配慮から、これが「努力義務」

となった。ただし、連携B・B・C水準の指定を予定している医療機関は評価センター受審前までに２０２４年度以降の時短計画案を作成する必要があるので実質上は努力義務ではなく義務化と同じと考えた方がよい。追加的健康確保措置　勤務間インターバルは１日の勤務終了後、翌日の出社までの間に一定時間以上の休息時間（インターバル）を確保する仕組みで、一般企業では１１時間、医師は９時間である。連続勤務時間制限・勤務間インターバルの義務対象はB・連携B・C水準の適用対象となる医師であるが、C−１水準が適用となる臨床研修医は除かれている。　基本的なルールでは通常の日勤および宿日直許可のある宿日直に従事する場合は、始業から２４時間以内に９時間の連続した休息時間が必要である。つまり、１５時間の連続勤務時間制限となる。宿日直許可のない宿日直に従事する場合は、始業から４６時間以内に１８時間の連続した休息時間、つまり２８時間の連続勤務時間制限となる。　確実に休息を確保する観点から、９時間または１８時間の連続した休息時間は事前に勤務シフトなどで予定されたものであることを原則とする。予定された９時間または１８時間の連続した休息時間中にやむを得ない理由により発生した労働に従事した場合は、当該労働時間に相当する時間の代償休息を事後に付与する。宿日直許可のある宿日直に連続して９時間以上従事する場合は、９時間の連続した休息時間が確保されたものと見



昭和２６年８月２７日　第３種郵便物承認 ２０２２年（令和４年）１月１５日（１８）広島県医師会速報（第２５０３号）なし、この場合に通常の勤務時間と同態様の労働が発生した場合は、管理者は当該労働時間に相当する時間の休息を事後に付与する配慮義務を負う。例えば休暇の取得の呼びかけなどの休息時間を確保するための何らかの取り組みを行う義務が発生するが、必ずしも結果として休息時間の確保そのものが求められるものではない。　連続勤務時間制限の起点となる「始業」は、事前に勤務シフトなどで予定された労働の開始時とする。例えば、１日の間に短時間の休息と労働が繰り返されることが予定されている場合は、それぞれ労働の開始が「始業」扱いとなる。　２種類の連続勤務時間制限と勤務間インターバル規制の関係については、①「始業から２４時間以内に９時間の連続した休息時間（１５時間の連続勤務時間制限）」と宿日直許可のない宿日直に従事する場合の②「始業から４６時間以内に１８時間の連続した休息時間（２８時間の連続勤務時間制限）」について、①と②の間に段階的な規制の適用を行うことはない。例えば、始業から１６時間連続して宿日直許可のない宿日直を含む勤務を行った場合、②が適用され、次の業務の開始までに１８時間の連続した休息時間が必要となる。　C−１水準の適用される初期研修医については、「連続勤務時間制限・勤務間インターバルの実施を徹底し、代償休息の必要がないようにする」「１日ごとに確実に疲労回復させる観点で、勤務間インターバル９時間を必ず確保することと

し、連続勤務時間制限としては１５時間とする」「臨床研修における必要性から、指導医の勤務に合わせた２４時間の連続勤務時間とする必要がある場合はこれを認めるが、その後の勤務間インターバルを２４時間とする」という基本的なパターンがある。しかし、期待された研修効果が獲得できない恐れがあるという課題から、基本的なパターンに加えて、①臨床研修における必要性から、オンコールまたは宿日直許可のある宿日直への従事が必要な場合に限る、②臨床研修医の募集時に代償休息を付与する形式での研修を実施する旨を明示する、③代償休息は計画的な研修という観点から、通常は当該診療科の研修期間内で処理すべきであり、代償休息の付与期限は原則として必要性が生じた診療科の研修期間内とし、それが困難な場合に限り、翌月末までとするの３つを要件として、代償休息の付与を認めるという対応案が提示されている。C‐２水準の対象技能となり得る具体的な技能の考え方　C‐２水準の対象技能となり得る具体的な技能というのは、「C‐２水準の対象分野」において「C‐２水準の対象技能となり得る技能」であって、その「技能の修得にやむを得ず長時間労働が必要となる業務」が存在するものとされている。このたび、考え方の整理が行われ、下図のような具体的な考え方が提示された。



広島県医師会速報（第２５０３号）（１９）２０２２年（令和４年）１月１５日 昭和２６年８月２７日　第３種郵便物承認　 医師の働き方に関する各種事業の取組について日本医師会常任理事　松本　吉郎　２０２２年４月から発足する医療機関勤務環境評価センターは秋には実際の評価を始める予定である。評価センターの委託事業には日本医師会が手上げをすることが理事会で機関決定されており、指定に向けて厚生労働省としっかりと意見交換をしながら進めている。
　特例水準対象医療機関の審査組織も同様な形で４～５月に厚生労働省から委託が行われ、秋から評価センターと並行して事業が進められていく。この事業についても日本医師会が委託を受けられるよう準備をしている。　　地域の医療をよく知り、都道府県、病院団体、社会保険労務士団体、大学病院とも連携が取れ、事業を組織的に担っていくことができるのは日本医師会しかないと考えているので、厚生労働省の理解を得ながら進めていきたい。



昭和２６年８月２７日　第３種郵便物承認 ２０２２年（令和４年）１月１５日（２０）広島県医師会速報（第２５０３号）　２０２２年度には評価が始まるが、まず書面評価で始めて、書面評価による評価結果が低かった医療機関に対しては２０２３年に訪問評価を実施する。書面審査に必要な書類提出から承認までに５～６ヵ月近く要し、場合によっては差し戻しもあり得るので、２０２４年４月の施行に向けて早めの対応が求められる。　現在、評価者の養成に関する検討を行ってお り、医療サーベイヤ（医師）および労務管理サーベイヤ（社労士）を各１５０～１８０名程度養成する予定である。なお、評価は医療サーベイヤと労務管理サーベイヤが２人１組で行う。２０２２年１月にはサーベイヤ向け研修を開始する予定となっており、都道府県医師会には医療サーベイヤの推薦をお願いする。 



広島県医師会速報（第２５０３号）（２１）２０２２年（令和４年）１月１５日 昭和２６年８月２７日　第３種郵便物承認

　日本医師会の考え方では、評価機能は労働時間短縮への取り組みを行う医療機関に対して取り締まったり、罰則を与えるものではなく、体制が整備されていない医療機関に対し、取り組みの支援を行っていくものである。 　追加的健康確保措置の面接指導の実施準備について、面接指導実施医師は全国で約８，０００人必要と計算しており、産業医との連携協力が必要であると考える。現在e-learningの教材を令和３年度中の完成に向けて作成中である。



昭和２６年８月２７日　第３種郵便物承認 ２０２２年（令和４年）１月１５日（２２）広島県医師会速報（第２５０３号）
協　議【質問】　評価にかかる料金（講習・審査・登録）について （静岡県医師会）【回答】　国が進めている事業なので医療機関から受審料といった負担はなしとしたいが、実際に運営をしてみないとはっきりとは言えない。（松本常任理事）　評価機能を実際に指定して運用するに当たっては、しっかり予算要求を行って予算的手当てをした上で行っていただくという形になっている。法に基づいて実施していく取り組みなので、妥当な運営費などを適切に要求したいと考えている。一方で予算要求では財務省との協議で受益者負担という考え方も指摘されながら予算が算定される。実際の評価料ということに関しては、今回のご指摘を踏まえて進めさせていただくことになると思う。 （厚生労働省担当者）【質問】　勤改センターの活用について （富山県医師会）【回答】　働き方改革の制度は複雑でその運用も極めて難解である。国の標準的な理解を伝えるには勤改センターが一番的確かと思うので、まず勤改センターに聞いていただくのが良いかと考える。 （城守常任理事）【質問】　サーベイヤの推薦にあたって、報酬なども含めて詳細が分かる資料はできているか （東京都医師会）

【回答】　マニュアル案を現在作成中で、できるだけ早く完成し、お届けしたい。 （松本常任理事）【質問】　サーベイヤ養成講習の到達度チェックテストについて （福岡県医師会）【回答】　Web講習のように、間違っても再度確認してから再チェックを受けられ、全員が受かるような形である。再チェックを行うことで理解度も増すと考えている。 （松本常任理事）【質問】　サーベイヤの推薦時期と業務量について （沖縄県医師会）【回答】　２０２２年９月にスタートと仮定すると年明けには少しずつお願いしたいと考えている。サーベイヤの業務量については、最初は添付資料の確認など時間がかかるかもしれないが、サーベイヤの負担を考えて、余裕を持たせた人数に増やしてもらってもいい。 （松本常任理事）【質問】　医師の労働時間の短縮を図るため、タスクシフト、タスクシェアリングなどがあるが、質の担保、安心・安全な医療の提供についての考え方はどうなるのか （大阪府医師会）【回答】　医療者が行っていた行為を多くの職種の方がそれぞれの病院の中でどこまでなら実施できるかという議論を国の会議で行い、その中で大きく議論されたのが医療の安全、質の話であった。このために法律や省令などで



広島県医師会速報（第２５０３号）（２３）２０２２年（令和４年）１月１５日 昭和２６年８月２７日　第３種郵便物承認さまざまな研修を義務付けている。そして研修を行ったら必ずその業務をしなくてはならないというわけではなく、その病院の中で無理なく、この業務を行う職種の方に過重労働にならないような配慮をしつつ行っていただきたい。また、いきなり２０２４年からタスクシフト、タスクシェアが起こるわけではなく、２０３６年までの間に、それぞれの病院でできるタスクシフト、タスクシェアを考えていきながら時間短縮を行っていただきたい。ご心配のような医療安全あるいは質の問題についてもしっかりと考えながら進めているとご理解いただきたい。 （今村副会長）【質問】　兼業・副業先での労働実態の把握、宿日直許可の有無の把握について （大阪府医師会）【回答】　基本的には医師の自己申告に基づいて主たる勤務先で行い、宿日直許可については医師自身が把握して申告できればよいが、医療機関間で連携して把握していただいてもよい。 （厚生労働省担当者）【質問】　サーベイヤの委嘱元と依頼文書について （京都府医師会）【回答】　評価センターが設立され次第、本部から各都道府県医師会へ依頼文書を発出する。（松本常任理事）【質問】日本医師会が都道府県医師会へ求める具体的な行動について （熊本県医師会）【回答】　「勤改センターにしっかりと関与すること」「地域医療が崩壊しないよう各都道府県と連携・議論すること」「大学病院へ会長・副会長などが赴いて医師派遣の協力をお願いすること」「産業医活動を通じて医師の健康確保に務めること」が都道府県医師会の役割と考えている。 （松本常任理事）【質問】　働き方改革に係る業務量は膨大で、今後も負担の大きな事業であると思うが、日本医師会の覚悟のほどは。 （富山県医師会）【回答】　医師の働き方改革は今後の日本の医療提供体制を大きく左右するような課題であり、これに取り組める組織は日本医師会しかないという思いで、前執行部から決定して、理事会などで承認をいただいた。われわれがしっかりした覚悟をもって、これに取り組んでいくという姿勢で準備をしているところなのでぜひご理解いただきたい。 （今村副会長）【質問】　宿日直許可は病院単位で取るのか。 （北海道医師会）【回答】　一般的には病院単位であるが、診療科

や職種別でも可能である。勤改センターに相談し、労働基準局と調整していただきたい。 （城守常任理事）担当理事コメント医師の働き方改革の推進−医療機関勤務環境評価センター設置に向けて−目標：労働時間短縮、労働の間に一定の休息時間を確保するなどの医師の労働環境の改善。これは医師の健康確保のみならず、医療安全のレベルを上げるために必要なことである。背景：労働者一般に対する働き方改革を制度化する働き方改革関連法が制定され、罰則規定のある上限労働時間に関する制度の見直しがなされた。一方、地域医療構想が十分でなかったことと医師偏在の問題があり、この二つの事項を満足するために医師の労働環境の整備に時間的な猶予を設けることになっていたが、２０３５年に向けて本格的な制度設計をしなければならない状況にある。今後の予定：医療機関に対する書面調査の案内、医療機関で作成した書面書類をサーベイヤに割り振り、書面調査を依頼、書面調査実施後に評価センターと協議して報告書提出、評価委員会審議、その結果を都道府県に報告、都道府県で審議承認、各医療機関に報告の手順で約半年要する。２０２４年４月施行に向けて多くの猶予はないと認識するべきである。　　各医療機関、任命されたサーベイヤ、都道府県医師会別にするべきことを整理してみる。〇都道府県医師会：医療機関勤務環境評価センターの評価者となる医療サーベイヤを推薦すること。具体的な事柄、例えば報酬、業務量や手順などが未決のために、就任要請する際に情報不足を指摘されることが予想される。日本医師会はこのあたりの資料作成を早急にするとのことであった。〇サーベイヤ：別欄の都道府県医師会推薦要件（案）の通りに就任を要請される。２０２１年１月より研修受講開始、２０２２年秋をめどに書面調査開始予定である。書面調査で判断不能の場合には受審医療機関を訪問して追加助言することも業務内容とされるようである。〇各医療機関：調査のための書面の作成をまずしなければならない。筆者の所属する県立広島病院での事前準備の一例を挙げる。



昭和２６年８月２７日　第３種郵便物承認 ２０２２年（令和４年）１月１５日（２４）広島県医師会速報（第２５０３号）救急科のシフトパターンを考慮し、Ａ水準に入るために必要な医師数を試算中である。特定の医師、診療科に負担が偏重しないように、配置医師の再編などをする良い機会と捉えればよいのではないかと肯定的に考えている。最大の問題点：私見ではあるが、C‐２水準（特定高度技能）の審査と考える。対象分野をどうするのかという点に関して、「日本専門医機構の定める１９の基本領域（別欄参照、多くの診療領域が含まれる）において、高度な技能を有する医師を育成することが公益上特に必要と認められる医療分野」との回答である。
その後半部の説明としては、「①医療技術の進歩により新たに登場した、保険未収載の治療・手術手技、②良質かつ安全な医療を提供し続けるために～（中略）、基本領域の専門医取得段階ではそのレベルまで到達することが困難な技術」とある。非常に難解、かつ含みを持たせた文言であり、具体的に何が含まれるかを明らかにすることが必要と考える。そのためには、日本医師会等による多くの関連学会との協議が必要であり、進捗状況はいかなるものか明らかにされていないことが問題と感じる。 （大田　敏之）     e‐広報室に下記を追加いたしました。   　通達文書●令和３年１２月１６日　事務所衛生基準規則及び労働安全衛生規則の一部を改正する省令の施行等について●令和３年１２月１６日　「情報機器作業における労働衛生管理のためのガイドラインについて」の一部改正について●令和３年１２月１７日　抗インフルエンザウイルス薬等の安定供給等について●令和３年１２月１７日　生活習慣病にかかる重症化予防事業の推進及び広島県医師会速報への記事の掲載について（依頼） 　新型コロナウイルス感染症P２５、２９、３４～３７、４４、４９～５０に掲載新着のお知ら新着のお知らせせ新着のお知ら新着のお知らせせ学会・研修会等　Web申込受付一覧広島県医師会HPから下記の申し込みを受け付けております。Ｒ４　１／２０㈭　　医療機関向けサイバーセキュリティ研修会 締切１/１４　　　１／３０㈰　　広島県医師会医療安全研修会－医事紛争の未然防止－ 締切１/１９　　　２／５㈯　　第３３回広島スポーツ医学研究会一般演題募集 締切１/７　　　２／６㈰　　設立４０周年記念事業核戦争防止国際医師会議　　　　　　　　　（IPPNW）日本支部大会 締切２/４　　　２／１３㈰　　令和３年度　医療機関税制Webセミナー 締切２/７　　　２／１９㈯　　女性医師部会総会 締切２/１０　　　２／２６㈯　　広島がん高精度放射線治療センター（HIPRAC）　県民公開セミナー　　　　　　　　　　発見しよう！自分に適した「がん治療」 　　締切２/４　　　３／１８㈮　　広島がん高精度放射線治療センター（HIPRAC）　　　　　　　　　オープンカンファレンス（前立腺がん） 締切２/２５　　　５／９㈪　　広島がん高精度放射線治療センター（HIPRAC）　　　　　　　　　オープンカンファレンス（脳腫瘍） 　　締切４/２０　広島県医師会　医師のみなさまへ・県民のみなさまへ　　　検索　
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